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はじめに
　平成 23 年 3 月、厚生労働省から「保育所に
おけるアレルギー対応ガイドライン」が発行さ
れた。アレルギー疾患を有する子どもが年々増
加傾向にあり、保育所での対応に苦慮している
ことから、児童関連サービス調査研究等事業（平
成 21 年度）として財団法人こども未来財団に
調査、研究を依頼し作成されたものである。世
界的にもここ 30 年ぐらいの間に、先進国を中
心に食物アレルギーが増加していると言われて
いる（1）。
　上記ガイドラインには、保育園児らの主なア
レルギー疾患として、乳児期から問題になるア
トピー性皮膚炎、食物アレルギー、幼児期から
増えてくるアレルギー性鼻炎、アレルギー性結
膜炎、気管支炎などが挙げられている。これら
のうちアレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、
気管支喘息は、主治医からの注意や指示が示さ
れれば、それに従って保育所生活を送ることに
は大きな問題は起こっていないが、食物アレル
ギーはアナフィラキシーショックなど命にかか
わる状況を引き起こすことから、対策は急務で
あると記されている。
　平成 21 年度の「保育所におけるアレルギー
対応にかかわる調査」（児童関連サービス調査
研究等事業報告書）によると、平成 20 年度１
年間に誤食が 29％の保育所で発生しており、
そのうち 10％がアナフィラキシーショックを
起こす危険性があったということである（2）。
　筆者がこのたび（2011.7 月）新潟市内の保育
所、幼稚園における食物アレルギーの実態を調
べた結果、アレルゲンの数は 30 種以上、延べ
で 794 個の品目にものぼり、食物アレルギーの
増加を改めて実感させられた。アナフィラキ
シーショックを体験した施設も１か所あった。
　現在は多くの保育所や学校で除去食あるいは
代替え食などの対応がとられている。現場では
一人ひとりの状況に応じた食事を提供している
が、今後アレルゲンの種類や対象者数はさらに
増え、代替え食対応は際限なく拡大していきそ
うな勢いである。
　食物アレルギーに関するレポートや先行研究
は多数あるが、食物アレルギー対応の実際につ
いてや、アナフィラキシーの対応について等、
アレルギー食を安全に提供することに視線が注
がれた報告が中心となっている（3）（4）。本来人
間は雑食の動物である。アレルゲンとなるもの
を除去し多種多様の食物を摂取することができ
ないというのは、食物アレルギーへの対処法と
して適正なのであろうか、もっと根本的な部分
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に視点を移して考える必要はないのであろうか
という疑問が生じる。
　アレルギー疾患増加の原因として、環境中の
抗原や刺激物の増加、大気・水・食品の汚染、
生活様式の変化（食生活、室内の気密化、温度
管理等）、ストレスの増加、衛生仮説などさま
ざま言われている（5）。その中で、ストレスや
衛生仮説は子どもを取り巻く情緒的な環境と無
関係とは言えず、子どもの心身の健全な育ちへ
の影響は大きい。
　食物アレルギーの予防（発症を抑える）につ
ながる子育て環境は、広く子どもの健やかな育
ちを保障することにもつながるのではないだろ
うか。アレルギーと免疫や、ストレスと免疫の
関係、清潔志向の影響などにも目を向け、食物
対応以外の方面からの支援についても検討する
余地があるのではないかと考えている。
　今回は、食物アレルギーと子育ての関連を考
える動機となった、新潟市内の保育所、幼稚園
の食物アレルギー対応の実態について報告す
る。
Ⅰ　対象および方法
　新潟市内の公立保育所、私立保育所、公立幼
稚園、私立幼稚園にアンケート調査を実施した
（2011.7 月）。アンケート用紙の配付方法は、公
立・市立保育所は市保育課、公立幼稚園は市学
校支援課のそれぞれの交換便を利用し、私立幼
稚園は新潟市私立幼稚園協会会長に了解を得て
同協会事務局に依頼した。回収方法は返信用封
筒を同封し郵送とした。
　なお、施設が特定されないよう無記名回答と
した。
Ⅱ　結果と分析
１、アンケート回収施設の概要
　268 施設（公立保育所 92、私立保育所 121、
公立幼稚園 12、私立幼稚園 43）にアンケート
を配付し、149 施設から回答を得た。回収率は
55.6％であった。
　回答を得た 149 施設の内訳は、公立保育所
71（公立保育所の 77.2％）、私立保育所 55（私
立保育所の 45.5％）、公立幼稚園 10（公立幼稚
園の 83.3％）、私立幼稚園 13（私立幼稚園の
30.2％）であった。
　アンケート記載者は、園長 60、主任 56、保
健担当 3、栄養士 6、その他 20（担任 6、調理
員 5、教頭 4、副園長 4）、未記入 4であった。
　施設種類別・クラス別（年齢別）の子どもた
ちの人数は図表‐１のようであった。
２、食物アレルギーおよび対応の実態について
（1）  各施設における食物アレルギーを有する子
どもの状況
　食物アレルギーを有する子ども（以下「食物
アレルギー児」と表記）は 149 施設中 133 ヶ所
に在籍しており、約９割の施設に食物アレル
ギー児がいることになる（図表‐２）。
全児数 13,691 人に対する食物アレルギー児数
は 509 人で、有病率は 3.7％であった（図表‐
３）。
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　年齢別の食物アレルギー児数は、０歳児で
26 人、１歳児 122 人、２歳児 102 人、３歳児
113 人、４歳児 70 人、５歳児 76 人である。０
歳児クラスですでに 3.9%の子どもに食物アレ
ルギーがみられた（図表‐４）。
　食物アレルギー児の割合が最も高いのは１歳
児の 7.8%、次で２歳児が 5.0%で、３歳児から
５歳児へと年齢が上がるにつれて減少してい
る。これは平成 21 年度の日本保育園保健協議
会による全国調査（953 施設、105,835 人対象、
有病率：0歳児 7.7％、1歳児 9.2％、2歳児 6.5％、
3 歳児 4.7％、4 歳児 3.5％、5 歳児 2.5％）と傾
向は似ているが、有病割合は全体的に全国より
低い（6）。
　施設種類別の食物アレルギー児在籍状況は、
公立保育所 242 人、私立保育所 197 人、公立幼
稚園 17 人、私立幼稚園 53 人で、公立幼稚園
が 2.1％と最も低く、公立保育所、私立保育所、
私立幼稚園は４％前後とほぼ同じような割合で
あった（図表‐５）。
（2） アレルゲンの状況
　食物アレルギー児 509 人のアレルゲンは 30
種以上にのぼり、述べ数で 794 個（図表では延
べ人数、794 人で表示）であった。一人平均 1.6
個のアレルゲンを有していることになる。
　アレルゲンの代表的なものは、鶏卵、牛乳・
乳製品で、次いでナッツ類、甲殻類、小麦粉な
どである。特に鶏卵は７割強の子どものアレル
ゲンになっており、０歳児から３歳児では８～
９割と高率であった。鶏卵は年齢とともにアレ
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ルゲン陽性率が低下しているが、アナフィラキ
シーショックを起こすなど重症化しやすいナッ
ツ類、甲殻類、そばは逆に年齢とともに増加傾
向であった。同様にパイナップル、キウイフルー
ツ、マンゴー、バナナなど果物も、数は多くな
いが３から５歳児へと年齢の上昇とともにアレ
ルゲンとして出現してきている。これらの特徴
は全国調査の傾向と同様である。
　５歳児に１名、水道水のカルキがアレルゲン
という児童がいた（図表‐６、７）。
（3） 代替え食提供の状況
　アンケートの回答を得た 149 施設のうち、公
立保育所および私立保育所はすべて自園方式で
給食を提供していた。公立幼稚園はすべて外注
方式で、私立幼稚園は 13 園中５園が自園方式、
７園が外注方式、弁当持参が１園であった。
　食物アレルギー児童 509 人に対して、代替
え食を提供しているのは 438 人（86.1％）、提
供していないのは 56 人（11.0％）、未記入が 15
人（2.9％）で、食物アレルギー児の約９割に
代替え食が提供されていた。提供している施
設種類別割合は公立保育所 91％、私立保育所
91％、公立幼稚園 59％、私立幼稚園 55％であっ
た（図表‐８）。
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　代替え食を提供していないのは、除去が必要
な場合は家から弁当を持参してくるから、保育
所でめったに出さない食材であるから、等によ
る理由であった。また、食前薬（インタールな
ど）の服用をしているためという回答も数件
あった。外注方式をとっている施設では、「給
食センターがとても協力的なので、たいへん助
かっています。」という回答が複数見られた。
　代替え食提供の方法については、複数回答で、
別調理が 369 件、取り分けが 166 件、その他の
方法が 25 件の計 560 件であった。代替え食の
66％が別調理されたうえで提供されている（図
表− 9）。しかし、施設・設備面をみると、ア
レルギー食専用の調理室を有する施設は 0で、
調理室内に別コーナーを設けているところが
４ヶ所、特に何の設備も有していないと答えた
施設は 122 であった（図表‐ 10）。
　これに関しては後の自由記載に、施設・設備
の充実を希望する声としてあがっている。
（4） 食物アレルギー対応窓口
　保護者対応や医療機関・嘱託医との連携等、
食物アレルギー対応の窓口になっているのは、
複数回答で担任が最も多く 102 人、次いで園長
が 70 人、調理員 37 人、主任 36 人、保健専門
職 4人であった。直接調理に携わる調理員が担
任、園長に次いで窓口になっている（図表‐
11）。
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（5） 食物アレルギー対応上のトラブルについて
　誤食等のトラブルがあったという施設は、こ
の設問回答 139 施設中 42 施設で 30.2％であっ
た。どのような場面で起こったかについては、
認識不足によるものが 13 件と最多で、次いで
は調理室内の原因が 8 件となっている（図表
‐ 12）。
　「認識不足」の内容は、海老アレルギーの児
童に海老せんべいを食べさせたなど、アレル
ゲンと食物が結びつかずに与えてしまったとい
う状況であった。「調理室内でのトラブル」は、
原材料の見落としや、作業が混み合っている状
況下で除去食を乗せないで配膳したなどであっ
た。「子どもが食べてしまった」には、友だちが
食べこぼしたものを触って湿疹が出た例もあっ
た。「担任不在時のミス」は、パート職員やフリー
保育士が入った時に起きた誤食である。
　どのように対応したかについては、保護者に
連絡し経過を見たのが 34 件、医療機関を受診
し治療を受けたが 3件、事前に気づき止めたが
3件であった（未記入 2）。ほとんどが大事に至
らず様子を見る対応で済んでいた（図表‐13）。
　アナフィラキシーショックに関しては、体験した
施設は１か所で、その他138施設は体験なしであっ
た。なお、エピペン（アナフィラキシー緊急補助
治療注射薬）を預かっている施設は0であった。
（6） 誤食等トラブルを起こさないための工夫
　　誤食を防ぐために日頃から工夫しているこ
とを、「給食室において」「保育室において」「そ
の他」に分けて自由記載してもらった。内容は
下記の表のように分類されたが、いずれにおい
ても上位に挙がっていたのは、職員間の連携・
情報の共有であった。　　
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（7） 食物アレルギー児童および保護者への配慮
　食物アレルギー児童や周囲の子どもたち、お
よび保護者などの心理面への配慮についての自
由記載である。子どもに対しては、「周囲と同
じような対応に心がけ、孤立感を与えないよう
に配慮」しており、保護者に対しては「密なる
情報交換を行うことで安心してもらえるよう努
めている」が上位であった。
３、食物アレルギー対処に必要なこと
　食物アレルギー適切に対処するためには何が
必要と思うかの問いに、10 個の選択肢から４
つ選んでもらった結果、１位は保護者との連携、
２位は職員間（非常勤も含む）の連携、３位は
食物アレルギーに関する知識で、この３つが大
半を占めていた（図表‐ 14）。
４ 、食物アレルギーについて苦慮していること・
課題
　食物アレルギー対応に関して日頃困っている
こと、あるいは今後に向けての課題についての
自由記載は 85 施設から 126 件の意見が寄せら
れた。
　多い順に、
①アレルギー児童の増加、複雑化等により職員
（特に調理室）の負担が増している。（30 件）
②保護者の自己判断で除去食を申し出ているが
家では徹底していない、受診もしていない。
（25 件）
③保護者や主治医との連携が除去食の成否に影
響する。（12 件）
④多様化するアレルギーに関する知識不足、情
報不足。（10 件）
⑤代替え食のある日は終わるまで緊張を強いら
れる。（10 件）
⑥代替え食材の確保が難しい（特に小麦粉）。（9
件）
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⑦他の子と差が生じないような工夫をしてい
る。（7件）　
⑧職員間の連携に配慮している。（6件）
⑨アレルギー専用の調理室が必要である。（3
件）
⑩給食センターとの連携および信頼関係が大事
である。（3件）
　（苦慮・課題ではなかった記載についてはカ
ウントしていない。）
　その他目を引いたものとして、「重篤なケー
スで食前薬もあり、食事・おやつ時は母親が来
園していた。そのような親御さん同士のコミュ
ニケーションの場が必要。」という意見や、「ア
レルゲンが口に入るだけでなく臭いにも反応す
る児童がいる。」などもあった。さらに④でア
レルギーに関する知識不足、情報不足が挙げら
れていたが、「食物アレルギーに対する職員の
意識が低いため意識高揚のために研修会を開催
したところ、意欲的になり園独自のマニュアル
も作成し、今年に入りその成果が出ている。」
という記載もあった。
５、その他自由記載
　自由記載は 24 件寄せられ、「昔に比べて食物
アレルギーの急増に驚く声」、「保護者の思い込
みで除去を申し入れてくるケースの多さ」、「今
後さらなる増加に備えて専門スタッフ確保の必
要性」、「アレルギーを不憫に感じている母親の
心のケア」、「米粉の普及は小麦の代替えに朗
報」、等の記載があった。
Ⅲ　考察
　回収率 55.6%は、昨年同対象に実施した別内
容のアンケート回収率（74.8％）に比べるとか
なり低い。今回はアンケート用紙の他に、催し
物のお知らせやパンフレットを同封したため、
アンケートへの注目度が低かったためではない
かと推察する。従って新潟市内の保育所、幼稚
園の全体像を何処まで捉えられているかは検討
の余地がある。しかし、数値ではなく割合で表
わされている数字はある程度全体の傾向を表し
ているものと捉えて差し支えないと考える。
　現在、新潟市内においては各保育所、幼稚園
ともほとんどの施設に食物アレルギー児が在籍
している状況といえる。公・私立保育所では約
９割、公・私立幼稚園では約６割の施設で代替
え食を提供している。そのうち別調理で対応し
ているのは約７割であるが、調理している場所
は他児の食事を作るところと同じで、専用の調
理室を希望する声があがっていた。あわせて専
属の調理担当者を望む意見もあり、今後ますま
す増加、複雑化する食物アレルギーに適切に安
全に対応するには、現場が望むように専用の調
理室、専属の担当者の設置を検討する必要性を
感じた。
　現在日本における食物アレルギー有病率は、
諸々の報告から、乳児は約10％、3歳児で約5％、
学童以降が 1.3 ～ 2.6％程度と言われており、
全年齢を通しては 1～ 2％程度と推察されてい
る。それと比較すると新潟市の場合は若干低い
有病率と言える。しかし、人数の多寡より、食
物アレルギー児がいて、代替え食を提供してい
ること自体が業務を煩雑にしているようであっ
た。
　アレルゲンについては 30 種にのぼり、509
人の食物アレルギー児に対して、述べで 794 個
であった。同じアレルゲンでも子どもによって
対応が違ったり、その日の体調によって症状が
出たり出なかったりと難しい面が多々あるが、
現場ではさまざまな工夫を凝らして対応してい
る。昼食は決まった時間に各クラスに配膳しな
ければならないことから、調理室では短時間内
に忙しさが集中する。また保育室でも昼食の前
は排せつや着替えなど、繁忙の時間帯である。
このような状況で代替え食を確実に調理し、配
膳し、また食べさせなければならないというこ
とは、調理員および保育者にたいへんな緊張と
負担を強いているのではないかと推測される。
誤食等の事故を防ぐために、アレルギー児対応
のための人的配慮も考えなければならないと思
われる。
　しかし、職員間の連携を密にし、十分に確認
し合っていても誤食を完全に防ぐことは難し
い。万が一アナフィラキシーショックが起った
場合の適切かつ迅速な対応のために、保健担当
の充実が必要であると考える。昨年 9月に、エ
ピペンが保険適応になったことにより手に入れ
やすくなり、緊急時使用のために施設に預ける
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ことを希望する保護者が出てくることが予想さ
れる。したがって、より一層の充実が求められ
るであろう。看護師等の配置状況については昨
年アンケート調査を実施したが、新潟市内の配
置率は 16％であった（7）。
　食物アレルギー児への安全でかつきめ細やか
な対応を確実に行うことも大切であるが、一方
で、年々増加している食物アレルギーの原因へ
の根本的な働きかけも必要ではないかと痛感す
る。このように増えてきたのは複合的な要因が
重なってのことと思われるが、その中でアレル
ギー疾患等を含む心身の健康と免疫力との関連
性については重要な課題であると考える。
　規則正しい生活を送り、周囲の大人たち（特
に親）から受け入れられて大切にされ、遊びや
友だちと一緒の時間を十分楽しめて、自分のこ
とが好き（自尊感情、自己肯定感）と思えるこ
とが免疫力アップにつながり（8）（9）、食物アレ
ルギーのみならず、さまざま感染症やその他の
疾患にも罹患しにくい丈夫な心身を育むことに
なるのではないだろうか。そのような子育て環
境を整える働きかけを保護者に行うことも重要
であると考える。
Ⅳ　まとめと課題
　アレルギー疾患はここ 20 ～ 30 年の間に急速
に増えている。原因として大気汚染、家屋の気
密化によるダニの増加、建材から出る化学物質、
スギ花粉の増加など挙げられているが、小柳ら
は「ストレスの関与も大きく、日常的の遭遇す
るストレスで病状が装飾されることが多い」（10）
と述べている。ストレスに直面すると、ストレ
スホルモンとも呼ばれているコルチゾールが分
泌され内分泌異常が引き起こされる。それが長
く続くと交感神経の緊張を緩和しようとして副
交感神経が優位になるなど、自律神経機能が関
与してくる。
　自律神経の交感神経と副交感神経のバランス
の重要性については、安保（11）～（14）らも多く
の著書の中で提言している。心身のストレスは
交感神経を緊張させて循環器や消化器系の病気
にかかりやすくするが、副交感神経が優位にな
り過ぎてもアレルギー疾患を引き起こすという
ことである。
　衛生仮説については賛否両論あるが、藤田（15）
は清潔志向が高じた結果、本来人間が持ってい
た免疫システムに変調をきたし、アレルギー疾
患は増えてきたのではないかと述べている。
　母乳栄養と人工栄養に関しては、生後間もな
い乳児に牛乳を原料とした人工乳を与えると、
消化能力および免疫機能が未熟なため、牛乳た
んぱく質に対する抗体が産生されて牛乳アレル
ギーを起こしやすくなるという説もある（16）。
　また基本的なことであるが、早寝早起き、バ
ランスのとれた食事、身体を十分動かすなど規
則的な生活と、安易に薬に頼ることなく自然治
癒力を活かした養生をすることが免疫力を高
め、アレルギーになりにくい体質をつくるとも
言われている（17）。
　食物アレルギーも当然ながらアレルギーの一
種であることから、上記に示したようにストレ
スや免疫、衛生仮説、母乳と人工栄養などの視
点から多角的に取り組んでいく必要があるの
ではないだろうか。それが予防につながれば、
増加の一途をたどっている代替え食を減らすこ
とになり、栄養バランスを考えた食事作りに集
中することを可能にし、結果的には子どもの安
全を確保しつつ、成長発達を保障することにな
るのではないだろうか。
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